
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

平成 26 年１月 

総務省統計局 

統計ヘッドライン 
－統計局月次レポート－ 

No.47 

＜目次＞ 

 
目次  ･･････････････････････････････････････････････････････････････ １ 
 
平成25年11月の主要指標  ･･････････････････････････････････････････ ２ 
 
今月の話題 

「午年生まれ」と「新成人」の人口－平成 26 年 新年にちなんで－  ･･････････ ３ 
平成 25 年科学技術研究調査結果  ････････････････････････････････ ５ 
経済センサスでみる 12 大都市の産業特性と主要産業 

－平成 24 年経済センサス‐活動調査の分析事例②〔地域分析〕－  ･････････････････ ６ 
 

結果のポイント解説 
労働力調査（平成 25 年（2013 年）11 月分） ･･･････････････････････････････ ９ 
消費者物価指数（全国）（平成 25 年（2013 年）11 月分） ････････････････････ 10 

家計調査（平成 25 年（2013 年）11 月分） ･････････････････････････････････ 11 

サービス産業動向調査（平成 2５年（2013 年）10 月分（速報）） ････････････････ 12 
人口推計 
（平成 25 年（2013 年）７月１日現在確定値及び平成 25 年（2013 年）12 月１日現在概算値）･･･ 13 

住民基本台帳人口移動報告（平成 2５年（2013 年）11 月分） ･････････････････ 14 
 

主要統計時系列データ  ･････････････････････････････････････････････ 15 
 
今月のメッセージ（「統計 Today」から） 

世界に貢献する「Statistics Japan」  ････････････････････････････ 20 

 
公表予定  ･････････････････････････････････････････････････････････ 23 
 
利用案内 ･････････････････････････････････････････････････････････ 24 
 
 

 
1



←

 

2

統計局月次レポート―平成26年１月



男女計
総数に占
める割合

男
総数に占
める割合

女
総数に占
める割合

(万人) (％) (万人) (％) (万人) (％)

－ 958 100.0 465 100.0 493 100.0

　平成14年 (2002年) 12歳 114 11.9 58 12.6 56 11.3

　平成２年 (1990年) 24歳 123 12.8 63 13.5 60 12.2

　昭和53年 (1978年) 36歳 167 17.4 84 18.2 82 16.7

　昭和41年 (1966年) 48歳 133 13.9 67 14.5 65 13.3

　昭和29年 (1954年) 60歳 160 16.8 80 17.1 81 16.4

　昭和17年 (1942年) 72歳 162 16.9 76 16.4 86 17.5

　昭和５年 (1930年) 84歳 88 9.2 34 7.3 54 10.9

　大正７年 (1918年) 96歳 11 1.1 2 0.5 9 1.8

生まれた年・年齢

総  数

 

 

詳細についてはこちら（「統計トピックス No.76」

http://www.stat.go.jp/data/jinsui/topics/topi760.htm）を御覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 午
うま

年生まれの人口は 958 万人 

表１ 男女，出生年別午
う ま

年生まれの人口 

図 十二支別人口 

「午
うま

年生まれ」と「新成人」の人口 
－平成26年  新年にちなんで－ 

【今月の話題】 

新年を迎えるに当たり，平成 26 年１月１日現在における「午
うま

年生まれ」の人口と「新成

人」の人口を推計しましたので，その概要を紹介します。 

・男女別にみると，男性は 465 万人，女性は 493 万人 

・出生年別にみると，昭和 53 年生まれが 167 万人と最も多い 

・十二支別にみると，午
うま

年生まれは 12 番目で最も少ない 

（表１，図） 
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・平成 25 年１月～12 月に新たに成人に達した人口（平成 26 年１月１日現在 20 歳の

人口）は 121 万人で，前年比１万人減 

・男女別にみると，男性は 62 万人，女性は 59 万人 

・新成人人口の総人口に占める割合は 0.95％で，前年比 0.01 ポイント減となり，人 

口，割合共に過去最低を更新 1 

（表２） 

表２ 新成人人口の推移（各年１月１日現在） 

男女計 男 女 男女計 男女計 男 女 男女計

昭和43年（1968）  236  119  117 2.35 101.6 平成３年（1991）  194  99  94 1.57 105.4

    44  （1969）  243  123  121 2.39 101.9     ４  （1992）  199  101  97 1.60 104.2

    45  （1970）  246  124  123 2.40 101.0     ５  （1993）  204  104  99 1.64 105.0

    46  （1971）  216  110  106 2.07 103.9     ６  （1994）  207  106  101 1.66 105.0

    47  （1972）  193  98  96 1.84 102.0     ７  （1995）  201  103  98 1.61 105.6

    48  （1973）  188  94  94 1.74 100.8     ８  （1996）  189  97  92 1.50 105.3

    49  （1974）  178  89  89 1.63 100.6     ９  （1997）  183  94  89 1.46 104.7

    50  （1975）  171  87  84 1.54 103.6     10  （1998）  174  89  85 1.38 105.0

    51  （1976）  168  86  83 1.50 103.7     11  （1999）  170  87  83 1.35 105.2

    52  （1977）  158  81  77 1.40 104.5     12  （2000）  164  84  80 1.29 105.4

    53  （1978）  152  77  75 1.33 102.8     13  （2001）  157  81  77 1.24 105.3

    54  （1979）  162  82  80 1.40 103.3     14  （2002）  152  78  74 1.19 104.7

    55  （1980）  160  81  78 1.37 103.9     15  （2003）  152  77  74 1.19 104.7

    56  （1981）  158  81  78 1.35 104.3     16  （2004）  152  78  74 1.19 104.7

    57  （1982）  156  80  76 1.32 104.5     17  （2005）  150  77  73 1.17 104.9

    58  （1983）  160  81  78 1.34 104.2     18  （2006）  143  73  70 1.12 105.0

    59  （1984）  165  84  81 1.38 104.3     19  （2007）  139  72  67 1.09 106.4

    60  （1985）  171  87  83 1.42 104.8     20  （2008）  135  69  66 1.06 105.2

    61  （1986）  182  93  89 1.50 104.2     21  （2009）  133  68  65 1.04 104.9

    62  （1987）  136  70  66 1.12 105.7     22  （2010）  127  65  62 1.00 104.7

    63  （1988）  194  99  95 1.58 103.9     23  （2011）  124  63  61 0.97 104.2

    24  （2012）  122  62  60 0.96 104.9

    25  （2013）  122  63  59 0.96 105.4

    ２  （1990）  188  97  92 1.53 105.5     26  （2014）  121  62  59 0.95 105.1

人口性比
（万人） （万人）

　64・  （1989）
　平成元年

 186  96  91 1.52 105.3

年次（西暦）
新 成 人 人 口

総人口に
占める

割合 (％)
人口性比 年次（西暦）

新 成 人 人 口
総人口に
占める

割合 (％)

注） ＊ 数値は万人未満に四捨五入してあるので，内訳の合計は必ずしも総数に一致しない。 

＊ 割合は表章単位未満を含んだ数値から算出している。 

＊ 表中の年齢は，平成 26 年に誕生日を迎えた時の年齢。 

＊ 十二支別人口は，１月１日現在の推計のため，平成 26 年生まれの午(うま)年の人は含まれない。 

＊ 人口推計は，国勢調査による人口を基に，その後の人口動向を他の人口関連資料から得て算出してい

る。 

○ 新成人人口は 121 万人，総人口に占める割合は 0.95％で，共に過去最低
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科学技術研究調査は，我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し，科学技術振興に

必要な基礎資料を得ることを目的として，企業，非営利団体・公的機関，大学等に対し，毎年３月

31 日現在で調査しています。 

結果の詳細については，こちら（科学技術研究調査のページ 

http://www.stat.go.jp/data/kagaku/kekka/index.htm）を御覧ください。 

平成 24 年度の我が国の科学技術研究費（以下「研究費」）は，17 兆 3246 億円で，前年度に比

べ 0.3％減少し，２年ぶりの減少となりました。 

また，研究費の国内総生産（ＧＤＰ※1）に対する比率は，3.67％で，前年度と同率となりました。 

（図１） 

図１ 研究費及び対ＧＤＰ比率の推移 

平成25年３月31日現在の研究者数は，83万5700人で，前年に比べ1.0％減少し，12年ぶりの

減少となりました。※2 

また，女性研究者の研究者全体に占める割合は，14.4％と過去最高となりました.。（図２） 

図２ 研究者数及び女性研究者割合の推移 

※1 ＧＤＰは，名目値（平成 25 年７-９月期２次速報値・内閣府 平成 25 年 12 月９日公表）。
※2 研究者数は各年３月 31 日現在の値で，企業及び非営利団体・公的機関の研究者については，実際に研究関係業務

に従事した割合であん分して算出した人数とし，大学等の研究者は，実数を計上。 

平成25年科学技術研究調査結果 

○ 研究費は 17 兆 3246 億円

○ 研究者数※２は 83 万 5700 人

【今月の話題】 
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【今月の話題】 

経済センサスは，我が国の事業所及び企業の経済活動の状態を全国的及び地域的に明らかにす

ることなどを目的として創設された統計調査です。平成 24 年に経理事項の把握に重点を置いた

「経済センサス-活動調査」を初めて実施し，本年８月に地域別の付加価値額などを公表していま

す。 

本稿では，同調査の集計結果から 12 大都市 ※1 の産業特性や主要産業を明らかにする分析事例

について，その概要を紹介します。 

詳細についてはこちら（（「統計トピックス No.75」

http://www.stat.go.jp/data/e-census/topics/topi750.htm）を御覧下さい。 

事業所数 従業者数 人　　口

（万事業所）
全国に占め
る割合（％）

（万人）
全国に占め
る割合（％）

（万人）
全国に占め
る割合（％）

北海道 札幌市 7.9 1.4 83.2 1.5 191.4 1.5

宮城県 仙台市 4.9 0.8 53.0 0.9 104.6 0.8

埼玉県 さいたま市 4.4 0.8 48.4 0.9 122.2 1.0

東京都 特別区部 56.4 9.8 721.2 12.9 894.6 7.0

神奈川県 横浜市 12.6 2.2 142.9 2.6 368.9 2.9

神奈川県 川崎市 4.4 0.8 51.5 0.9 142.6 1.1

愛知県 名古屋市 12.9 2.2 138.6 2.5 226.4 1.8

京都府 京都市 7.9 1.4 72.7 1.3 147.4 1.2

大阪府 大阪市 20.9 3.6 219.2 3.9 266.5 2.1

兵庫県 神戸市 7.2 1.2 70.9 1.3 154.4 1.2

広島県 広島市 5.6 1.0 57.2 1.0 117.4 0.9

福岡県 福岡市 7.5 1.3 82.8 1.5 146.4 1.1

152.7 26.5 1741.4 31.2 2882.7 22.5

576.8 100.0 5583.7 100.0 12805.7 100.0

12大都市計

全　　　　国

※1 本稿では，東京都特別区部及び下記に示す人口 100 万人以上の市を「12 大都市」として取り上げます。 

 北海道札幌市，宮城県仙台市，埼玉県さいたま市，神奈川県横浜市，神奈川県川崎市， 

愛知県名古屋市，京都府京都市，大阪府大阪市，兵庫県神戸市，広島県広島市，福岡県福岡市

【12 大都市の人口と従業者数】 

○ 12 大都市は全国の人口の約２割，従業者数の約３割を占める

経済センサスでみる 12 大都市の産業特性と主要産業 

－平成 24 年経済センサス‐活動調査の分析事例②〔地域分析〕－

12 大都市の事業所数，従業者数及び人口
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（12大都市平均＝１）

札幌市 仙台市 さいたま市
東京都

特別区部
横浜市 川崎市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 広島市 福岡市

建設業 1.3 1.5 1.2 0.9 1.1 1.1 1.1 0.7 1.0 0.7 1.2 1.1

製造業 0.5 0.5 1.0 0.9 1.2 1.8 1.2 1.5 1.2 1.5 1.2 0.5

情報通信業 0.6 0.6 0.3 1.5 0.6 0.9 0.6 0.3 0.9 0.3 0.5 0.8

運輸業，郵便業 1.0 1.1 1.1 1.0 1.1 1.1 0.9 0.8 0.9 1.3 1.2 1.2

卸売業，小売業 1.0 1.1 1.0 1.0 0.9 0.7 1.0 1.0 1.1 1.0 1.0 1.0

金融業，保険業 0.8 0.9 1.0 1.3 0.6 0.4 0.8 0.7 1.0 0.6 0.8 1.1

不動産業，物品賃貸業 1.1 1.0 0.9 1.1 0.9 0.8 0.8 0.9 1.1 0.8 0.9 0.9

学術研究，専門・技術サービス業 0.8 0.8 0.7 1.2 1.0 1.3 0.8 0.7 1.0 0.7 0.8 0.8

宿泊業，飲食サービス業 1.0 0.9 1.0 0.9 1.0 1.0 1.1 1.3 1.0 1.2 0.9 1.1

生活関連サービス業，娯楽業 1.2 1.0 1.2 0.9 1.1 1.1 1.1 1.1 0.9 1.1 1.0 1.0

教育，学習支援業 1.0 1.4 1.1 0.9 1.1 1.0 1.1 1.7 0.6 1.1 1.0 1.2

医療，福祉 1.5 1.2 1.2 0.7 1.5 1.2 1.0 1.3 0.9 1.5 1.3 1.2

他のサービス業 1.1 1.1 1.2 1.0 0.9 0.8 1.0 0.7 1.1 0.8 0.9 1.1

は1.5以上 は1.3以上 は1.1以上

（注）「他のサービス業」は「複合サービス事業」と「サービス業（他に分類されないもの)」の合計である。

　　　なお、12大都市平均の従業者数の構成比が１％に満たない「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」及び「電気・ガス・熱供給・水道業」は表章していない。

 

 

特価係数 ※２

 

 
 

※目盛は 0.2 刻み。背面にあるのが 12 大都市平均（各産業＝１）。 

川崎市        京都市 

※２ 【特化係数の計算方法】 

12 大都市平均の産業別従業者数の構成比を基準として，各市の構成比の特化係数を次式により計算しま

す。 

12 大都市平均を基準（＝１）として，各市においては１より大きければ大きいほど他市に比べて従業者

数の割合が大きく，１より小さければ小さいほど他市に比べて従業者数の割合が小さいことになります。 

12 大都市の産業大分類別従業者数の構成比の特化係数

12 大都市の産業大分類別従業者数の構成比の特化係数

当該市の構成比

12大都市平均の構成比
＝特化係数

1.8

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

1.5

1.3

1.7

1.3

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

教育，学習支援業

医療，福祉

他のサービス業

生活関連サービス業，

娯楽業

宿泊業，飲食サービス業

学術研究，専門・技術サービス業 不動産業，物品賃貸業

【12 大都市の産業特性】 （特化係数※２を用いた分析） 

○ 「川崎市」の「製造業」，「京都市」の「教育，学習支援業」などが，他市に比べて

従業者数の割合が大きい 
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※3 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

(注) 主要経済基盤活動は，各産業の経済基盤活動の付加価値額の大きい順に並べている。 

※ 

※3 ＢＮ分析手法とは，産業別の地域の経済活動を「自地域消費分を上回る余剰分がある活動」（経済基盤活動）

と「自地域消費分と同等あるいはそれ以下の活動」（非経済基盤活動）に判別し，それぞれの活動規模を推計す

る，地域経済分析手法の一つです。 

 ＢＮ分析手法では，ある地域の経済活動が全地域の平均的な水準を上回る部分を「自地域消費分を上回る余

剰分」に相当するとみなします。

【12 大都市の主要産業】 （ＢＮ分析手法※３を用いた分析） 

○ 周辺地域の経済を支えている 12 大都市の主要産業は，「卸売業，小売業」，「情報

通信業」，「金融業，保険業」など 

○ 「東京都特別区部」の付加価値額約 50 兆円のうち，（自地域消費分を上回る）余

剰分は約 10 兆円 

12 大都市の主要経済基盤活動（主要産業）及び経済基盤 

活動の付加価値額（(自地域消費分を上回る)余剰分） 

各市における
付加価値額の
合計（億円）

主要経済基盤活動
（主　要　産　業）

経済基盤活動
の付加価値額

（億円）

 各市の付加
 価値額の合
 計に占める
 割合 （％）

札幌市 31,990
　卸売業,小売業、情報通信業、医療,福祉、他のサービス業、
　建設業、不動産業,物品賃貸業

5,516 17.2

仙台市 25,556 　卸売業,小売業、建設業、金融業,保険業、情報通信業 5,214 20.4

さいたま市 23,620 　金融業,保険業、卸売業,小売業 4,186 17.7

東京都
特別区部

497,583 　情報通信業、金融業,保険業、学術研究,専門・技術サービス業 103,899 20.9

横浜市 66,467
　学術研究,専門・技術サービス業、金融業,保険業、
　不動産業,物品賃貸業、運輸業,郵便業

7,065 10.6

川崎市 26,124 　製造業、学術研究,専門・技術サービス業、情報通信業 4,007 15.3

名古屋市 68,606 　卸売業,小売業、情報通信業、建設業 8,553 12.5

京都市 27,405
　教育,学習支援業、金融業,保険業、宿泊業,飲食サービス業、
　卸売業,小売業

2,963 10.8

大阪市 116,523 　卸売業,小売業、情報通信業 22,333 19.2

神戸市 31,480 　卸売業,小売業、運輸業,郵便業、宿泊業,飲食サービス業 2,274 7.2

広島市 24,962 　卸売業,小売業、情報通信業、建設業、不動産業,物品賃貸業 2,944 11.8

福岡市 37,986
　卸売業,小売業、情報通信業、金融業,保険業、
　生活関連サービス業,娯楽業

7,151 18.8

12大都市
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総務省統計局総務課長 佐伯 修司 

 

○はじめに 

社会経済がグローバル化する中で，国際比較が可能な統計が必要不可欠となってきています。

また，今年，2013 年は，国際統計協会（International Statistical Institute : ISI）などが，

幅広い人々に統計学への理解・関心を深めてもらうために指定した「国際統計年」でもありま

す。 

そこで，今回は，国際会議の開催，技術協力等様々な形で国際的な関わりを持っている統計

局の最近の国際貢献について，御紹介いたします。 

（国際統計年） 

http://www.stat.go.jp/info/meetings/pdf/tokeinen.pdf 

 

 

○国際会議の開催 

統計局では，国際的な統計の改善・発展に寄与

するため，国際会議を積極的に開催しています。 

昨年度の「第 13 回東アジア統計局長会議」に

続き，今年度（2013 年度）は「第 28 回フォー

ルブルグ・グループ会合」を 10 月に開催しまし

た。この会合は，サービス産業に関する各国統計

局等の専門家が知見を交換する場として 1986

年に創設されたものです。日本は，1987 年の初

会合以来，毎回参加しており，日本での開催は

2003 年に続き２回目となります。 

開催国には「ホストカントリー・デイ」の時間

が割り当てられることから，自国の統計をアピー

ルする機会を持つことができ，日本は「多様化す

るサービス産業に対する統計的アプローチ」など

に関する発表を行いました。このような時間を持

てることでも，日本で開催する意義はあると思い

ます。 

また，会議のプログラムの中で和服を着た参加

者に対し，外国の方々が男女問わず強い関心を示

していました。このような反応を見ますと，統計

に関する貢献で日本を印象付けるのが大事であ

るとともに，文化的な側面から日本を印象付ける

のも見逃せないことだと実感いたしました。 

【今月のメッセージ （「統計 Today」から）】 

 

世界に貢献する「Statistics Japan」 

 

会議風景 

文化交流風景 

Statistics Japan 
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さらに，今回の会合では，米国から来日する予定だった議長及び他の参加者が，米国議会の

与野党対立の影響で予算が成立しなかったため，開催直前になって，来日できなくなるという

ハプニングがありました。その際，副議長のマイケル氏（オーストラリア）と日本の参加者は

議長と連携をとり，議長についてはマイケル氏が代理を務め，米国参加者の発表については日

本の参加者が中心となって代役を務めるなどの活躍を見せました。このような状況をみますと，

単に会合に参加しただけではなく，この国際的なグループの一員として，しっかりと土台を固

めていることを確認できた出来事であったと感じました。 

来年度以降も，「第 27 回人口センサス会議」，「第 14 回オタワ・グループ会合」（物価統計

に関する会合）などを順次開催していきます。そして，日本の存在感を示すとともに，国際統

計に関する整備・発展に貢献していきたいと思います。 

（第 28 回フォールブルグ・グループ会合） 

http://www.stat.go.jp/info/meetings/vg2013/gaiyou.htm 

 

 

○国際協力 

対外的な協力については，各国からの要請に応じて，

様々な取組を行っています。 

中国に対しては，1982 年人口センサス実施に係

る全面的な技術協力や 1986 年から研修生の受入れ

等の支援を行ってきました。また，韓国に対しては，

1990 年人口センサスの集計に係る助言・提言，

1986 年から研修生の受入れ，1989 年から韓国統

計庁の上級職員を対象に統計調査実務に関する研究

の場の提供等を行ってきました。 

さらに，インドネシア，ベトナムなど数多くの開発

途上国に対して，その国の統計を実施するために統計専門家を派遣しています。多くの場合は

ＪＩＣＡの国際協力計画の一環として各国に派遣されます。現在実施しているカンボジア政府

統計能力向上計画は，2005年に始まり約10年間にわたる技術協力を行っています。その間，

同国の 2008 年人口センサス，2011 年経済センサスを成功に導くという貢献を行っていま

す。2012 年には，これまでのプロジェクトの貢献に対して，勲章が授与されました。また，

先日の 11 月 25 日には 2013 年中間年人口調査の結果が公表されましたが，これも同プロ

ジェクトの一環であります。 

このようにして作成された社会の情報基盤としての統計データや統計を作成するためのノ

ウハウは，今後，関係国の発展に大きく貢献していくものと期待されます。 

（カンボジアプロジェクト） 

http://www.stat.go.jp/info/meetings/index4.htm 

 

 

2011年カンボジア経済センサス確報公表式典 
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○幅広い国際交流 

 統計局では，ＳＩＡＰ及びＪＩＣＡの研修員を始め，

日本の統計に興味のある諸外国・国際機関の来局希望者の

受入れも行っています。今年度は，今後の予定も含めて約

15 件の来局対応をすることになっています。テーマは

各々が望むものにしたがって，担当者からの説明，意見交

換等を行い，お互いの情報を交換するとともに，親交を深

めています。加えて，140 有余年にわたる日本の統計の

歴史に触れていただくために，来局者の統計資料館見学も

行っています。 

また，中国及び韓国とは，上述の国際協力のほか，約

30 年間にわたり，二国間交流を行っており，今年度は５月に訪日・韓国統計視察団をお迎え

し，11 月に訪中・日本統計視察団を派遣しました。今後は，更に交流相手国を探り，親密な

関係を広げ，世界に貢献していきたいと思っています。 

（来局実績： 最近の国際協力） 

http://www.stat.go.jp/info/meetings/index2.htm 

 

 

○日本への期待 

日本の統計と世界の統計という観点で見ますと，今年は

大きな出来事がありました。それは，川崎茂元統計局長（現

日本大学教授）が国際公的統計協会（ International 

Association for Official Statistics: IAOS）会長に日本人

として初めて就任したことです。国際公的統計協会（ＩＡ

ＯＳ）は，公的統計に関する世界的な学術団体であり，世

界の国々の公的統計の発展と普及に尽力している組織です。

この会長就任は川崎氏のこれまでの国際的な活躍を踏まえ

たものであるとともに，公的統計の改善や発展に対する日

本のこれまでの国際貢献が高く評価されている証でもあり，

今後の期待の現れでもあると思います。 

 

 

○おわりに 

最近の統計に関する動向には，地理空間情報と公的統計の統合，ＩＣＴの進展に伴う統計デ

ータの高度利用など，新たな課題が提起されています。我が国では，統計ＧＩＳ機能の強化，

ＡＰＩ機能による統計データの高度利用環境の構築などの取組を行っており，それらの分野で

も国際貢献が可能であると思います。私達統計局は，政府統計の中核的機関「Statistics 

Japan」として，今まで以上に国際貢献にまい進してまいりたいと思います。 

 

 
本文は「統計 Today No.70」（平成 25 年 12 月 13 日） 

http://www.stat.go.jp/info/today/070.htm から転載しました。 

前国連統計部長ポール・チュン博士の来局 

（前列左） 

就任挨拶をする川崎ＩＡＯＳ会長 
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http://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.htm
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http://www.stat.go.jp/data/roudou/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/roudou/2.htm
http://www.stat.go.jp/data/cpi/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/cpi/1.htm
http://www.stat.go.jp/data/kouri/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/kouri/doukou/3.htm
http://www.stat.go.jp/data/kakei/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/kakei/2.htm#new
http://www.stat.go.jp/data/sav/1.htm
http://www.stat.go.jp/data/gousei/index10.htm
http://www.stat.go.jp/data/joukyou/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/joukyou/12.htm
http://www.stat.go.jp/data/mssi/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/mssi/kekka.htm
http://www.stat.go.jp/data/kojinke/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/kojinke/kekka.htm
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm
http://www.stat.go.jp/data/idou/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/idou/4.htm
http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2013/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/shakai/2011/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/kagaku/index.htm
http://www.stat.go.jp/data/e-census/index.htm
http://www.stat.go.jp/index.htm


 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪統計資料館の御案内≫ 
統計資料館は，統計局創設 120年を記念して平成３年 10月 18日（統計の日） 

に開設した広報展示施設です。平成 25年にリニューアルを行い，企画展コーナー

「統計データでわかる！！日本全国ふるさと自慢」を新設するなど，展示内容の

更なる充実を図っています。 

どなたでも自由に見学できますので，是非御観覧ください。 
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